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平成２４年（ワ）第３２８号、平成２５年（ワ）第５９号 志賀原発運転差止請求事件 

原告 北野進 外１２４名 

被告 北陸電力株式会社 

 

    証 拠 説 明証 拠 説 明証 拠 説 明証 拠 説 明 書書書書（（（（29292929））））    

―第31準備書面に関して― 

 

平成２７年２月２７日 

金沢地方裁判所民事部合議Ｂ１係  御中 

 

原告ら訴訟代理人 

弁護士  岩 淵 正 明  外 

 

 

以下の証拠表示は、甲号証番号、標目、原本の有無、作成者、作成日、立証趣旨等の順

に記載する。 

 

番号 標目 原写 作成者 作成日 分類 立証趣旨等 

B293 原子力規制委員会

委員長及び委員の

要件について 

写 内閣官房原

子力安全規

制組織等改

革準備室 

H24.7.3 ① 【第３１準備書面第３項⑴】 

原子力規制委員会発足前の12年 7月 3日、法

律とは別の厳しい人選基準を定め、委員長や委員

になる資格のない「欠格要件」として2点を決め

たたこと。 

その内容は、まず、就任直前の 3年間に原子力

事業者やその関連団体の役員・従業者だった者

で、もう一つは、同じく直前3年間に原子力事業

者から個人として50万円以上の報酬を受け取っ

ていた者であること。 

B294 新聞記事 写 北陸中日新

聞 

H26.5.30 ① 【第３１準備書面第３項⑵～⑶】 

２０１４年８月に任期が終了した委員の交代

委員として、同年９月に田中知東大大学院教授が

就任したこと。 

田中氏は、原発の推進機関である日本原子力学
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会の元会長で、これまで原発の利用に積極的な姿

勢をみせていた上に、10～12 年にかけて「日本

原子力産業協会」（原産協会）の理事に就いてい

たこと。 

原産協会は、政府が関連団体として例示した

「電力会社と強いつながりがある団体」の一つで

あったこと。 

田中氏は原発関連団体から、報酬も受けていた

こと。 

まず、東京電力の関連団体の「東電記念財団」か

ら 11 年度には 50 万円以上の報酬を得ていたこ

とが明らかになっていること。 

財団の理事長は東電元会長の田村滋美氏で、東

電元幹部が役員となっていること。 

B295 新聞記事 写 朝日新聞 H26.7.5 ① 【第３１準備書面第３項⑷⑸】 

 田中氏の報酬の件は、朝日新聞の情報開示請求

によっても詳細が明らかとなっていること。 

朝日新聞が東大に情報開示請求して得た「併

任・兼業簿」や両社への取材によると、田中教授

は２００７年７月から２０１４年６月まで三菱

ＦＢＲ社で「アドバイザリー・コミッティー」を

務め、０９年５月から２０１４年３月まで日本原

燃の「ガラス固化技術研究評価委員会」で委員長

をしていた。いずれも会社の事業内容について助

言する役割で、報酬や交通費を受けていたこと。 

日本原燃は使用済み核燃料の再処理や処分を、

三菱ＦＢＲ社は高速増殖炉の開発を事業として

おり、両社とも、事業内容は規制委員会の審査の

対象になる原子力事業者であること。 

加えて、前記の東京電力の関連財団以外から

も、下記の通り報酬を受け取っていたことが、東

大の財務資料や自己申告書から判明しているこ

と。 

１１年度に東電記念財団から報酬として５０万
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円以上、０７～１４年度にかけて三菱FBRシス

テムズから報酬（金額は不明）、０９～１３年度

にかけて日本原燃から報酬（金額は不明） 

B296 原子力規制委員会

「事故分析検討

会」の暴走 

写 田中三彦 H26.11 ① 【第３１準備書面第４】 

 国会事故調の委員であった田中三彦氏の論文

が以下のように指摘していること。 

「この中間報告書（案）はつぎの二つの点できわ

めて受容し難いものである。一つは、検討内容が

一方的であること（不利な問題や事象は議論しな

い）。もう一つは、この中間報告書（案）を作成

した事故分析検討会の“体質”である。これが本

当に福島原発事故に対する深い反省のもとに設

立された原子力規制委員会の検討会なのかと思

わせるほど、ひどい。その体質は、驚くほどに独

善的であり、当然、報告書の内容もその体質を強

く反映している。 

 この検討会は、更田豊志原子力規制委員のほ

か、原子力規制委員会の事務方である原子力規制

庁から４人、（独）原子力安全基盤機構（発足当

時）から５人、（独）日本原子力研究開発機構安

全研究センターから４人、そして５人の「外部専

門家」、合計１９人のメンバーで構成されている。

このうち合計９人のメンバーを出している二つ

の独立行政法人は、３．１１までの原発の強力な

推進機関である。 

 もちろん、この種の検討会には好むと好まざる

とにかかわらずその道の専門家が必要だから、そ

れもやむなしとしても、しかしそうであるなら‐

というより、そうであるからこそ‐少なくとも外

部専門家には原発推進に慎重な立場をとる学者、

研究者、技術者を何人か配しておくことが、原子

力規制委員会という規制組織が必然的に求めら

れているバランス感覚ではなかろうか。しかし、

このメンバーを見れば、いまの原子力規制委員会
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にそのようなバランス感覚がないことは明らか

だ。 

 事実、外部専門家として原子力規制委員会が招

聘した５人のうちの４人は、３．１１以後も積極

的に原発推進を唱え、国会事故調報告書を公然と

批判している奈良林直・北海道大学教授、旧原子

力安全委員会の久木田豊氏、そして自己申告はし

ているものの原発関連企業から高額な寄付や研

究助成をもらっている二人の学者である。 

 福島第一原発事故を受けて、原子力安全・保安

院は、おそらくそれまでつねにいわゆる原子力ム

ラの人間だけで構成してきた各種審議会に対す

る反省から、原発慎重派の有識者を構成メンバー

に加えはじめた。たとえば『ストレステストに関

する意見聴取会』、『高経年化技術評価に関する

意見聴取会』などはその例だが、それらは同時に

インターネットでライブ中継された。それによ

り、こうした新しい形の審議会が３．１１以後一

つの流れとして定着しはじめたかのように感じ

た人も少なくなかったはずだが、原子力規制委員

会・事故分析検討会はその流れを完全に断ち切る

ものであり、３．１１以前の旧態依然とした審議

会を彷彿させる。 

（中略）事故分析検討会は、常識では考えられな

い強引な戦術を押し通した。国会事故調関係者か

ら意見を聴くことはしない、という欠席裁判方式

である。この戦術は、２０１３年５月１日の第１

回会合で配布された規制委員会作成の文書によ

く現れている。この文書の末尾には１９人の検討

会メンバーの氏名と所属が列記されており、その

名簿のすぐ後につぎのような但し書きがある‐

「※オブザーバーとして適宜、東京電力、資源エ

ネルギー庁からも出席を求める。」この但し書き

の中に『元国会事故調関係者』の文字はない。こ
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れは、結局、東京電力や資源エネルギー庁からは

随時話を聞くが、元国会事故調関係者から話を聞

くことはしない、という原子力規制委員会の意思

を表明したものであるといえるだろう。 

（中略）このような態度では事故の経過をゆがみ

なく直視し、教訓をくみとれるものかどうか、は

なはだ疑問である。こんな理不尽なことが、原子

力規制委員会の名の下に堂々と行われていてい

いものか。いいはずはないが、これが原子力規制

委員会『事故分析検討会』の実態である。」 

B297 ウェブ記事 写 ロイター H26.4.11 ① 【第３１準備書面第５項⑵】 

エネルギー基本計画は、国のエネルギー政策の

基本方針や方向性を示すもので、原則3年おきに

見直すこととされているが、自民党が政権復帰し

た後の２０１４年４月に閣議決定された現行計

画では、民主党前政権の下での原発稼働ゼロ方針

が消滅し、原発について将来にわたり一定の規模

を確保する方針が示されたこと。 

B298 新聞記事 写 毎日新聞 H26.11.24 ① 【第３１準備書面第５項⑶⑷】 

 再稼働に向けての工作を、毎日新聞は以下のよ

うに報じていること。 

「エネルギー基本計画について説明したい」。経

済産業省資源エネルギー庁から鹿児島県にこう

打診があり、同庁ナンバー2の井上宏司次長がひ

そかに県庁を訪れたのは2013年 12月 10日。経

産相の諮問機関の分科会で計画の素案が了承さ

れる 3日前のことだ。 

規制委が優先的に審査する対象を川内原発1、

2 号機に絞り込んだのは 3 カ月以上も先のこと

だ。 

川内は鹿児島県知事選（2012 年）で知事が再

稼働容認の立場で 3選を果たしたこともあって、

地元同意を考えると有力だったと政府関係者は

振り返る。 
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 このような動向とともに、原子力規制員会へも

圧力がかかる。 

自民党の「原子力規制に関するプロジェクトチ

ーム（PT）」の塩崎恭久座長は2013年 12月、

規制委の田中俊一委員長と面会し、「あらゆる関

係者と対話し、その上で独自の判断をしてほし

い」と要請した。 

水面下では、PTは事務局の原子力規制庁幹部

を何度も呼び出し、「規制委は独立でなく孤立し

ている」。 

年が明けた頃から、田中委員長が審査の進捗

（しんちょく）を事務方に問い合わせる回数が増

えた。「そろそろルビコン川を渡らなければいけ

ない」。委員長はそう感じていた。「（審査は）

終結に向かいつつある。今後の進め方の整理をし

てほしい」と規制庁に指示。規制庁は19日の定

例会で、モデルとなる原発の審査に人員を集中さ

せ、審査書案を優先して作る方針を示し、規制委

は了承した。 

規制庁幹部は「自民党などの圧力は常に感じて

いた。職員は疲弊していた」としている。 

B299 新聞記事 写 北陸中日新

聞 

H26.3.25 ① 【第３１準備書面第６項】 

原子力規制委員会委員長は政府の圧力に屈し、

その独立性を放棄してしまったこと。 

原子力規制委員会の変質を北陸中日新聞は以

下のように報じていること。 

 「（基準違反だからと）例えばボンと二十基止

めたら世の中どうなっちゃうのか」 

１９日の定例記者会見で、規制委の田中委員長

からこんな発言が飛び出した。 

いろんな角度から質問すると、言いたいのは、

電力需給などの事情もあり、７月に新たな規制基

準ができたからといって、急ブレーキをかけるの

はどうかということらしい。 
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田中氏は昨年九月に規制委が発足した当初か

ら、こうした「事情」は一切斟酌しないと繰り返

し口にしてきた。 

昨年１０月には、規制委の五人の委員の間で、

「電力需給とか社会、経済的なことにかかわら

ず、科学的、技術的見地から規制を行う」と意思

統一までした。」 

B300 原子力規制委員会

記者会見録 

写 原子力規制

委員会 

H25.3.19 ① 【第３１準備書面第６項】 

規制委の田中委員長が「（基準違反だからと）

例えばボンと二十基止めたら世の中どうなっち

ゃうのか」と発言したこと。 

B301 平成 24 年度原子

力規制委員会 

第 3回会議議事録 

写 原子力規制

委員会 

H24.10.3 ① 【第３１準備書面第６項】 

規制委の五人の委員の間で、「電力需給とか社

会、経済的なことにかかわらず、科学的、技術的

見地から規制を行う」と意思統一までしていたこ

と。 

 


